
  
 

□南シナ海において、実力を背景にした中国の強硬な

姿勢が目立っている。この海域には、多くの島嶼や環

礁、砂州などが点在しているが、なかでもスプラトリ

ー諸島（中国名：南沙群島）周辺は豊富な漁業資源に

加えて、石油やガスといった海底資源も有望視されて

いる。中国はスプラトリー諸島のすべてについて領有

権を主張しており、同様にすべての島嶼の領有権を主

張しているベトナムや、一部について主張しているフ

ィリピン、マレーシアなどと係争関係にある。 

中国は 1988 年にベトナム軍を攻撃してスプラトリ

ー諸島に進出し、95 年にはフィリピンが領有権を主張

していたミスチーフ礁を占拠するなど、武力を背景に

支配を拡大してきた。しかし 21 世紀にはいると中国

は協調路線をとるようになり、2002 年には問題の平和

的解決や行動の自制などを合意事項とした「南シナ海

関係諸国行動宣言」に、ASEAN（東南アジア諸国連合）

とともに署名したのである。 

ところが、この協調路線は長続きしなかった。2009

年ごろから人民解放軍や海洋法執行機関による活動

が活発化し、関係諸国に懸念を抱かせるような行動も

多発したのである。2010 年 4 月には、中国農業部漁政

局の大型監視船「漁政 311」が南シナ海でのパトロー

ルを行い、中国漁船の保護や、外国支配島嶼への監視

活動を行った。その過程で、マレーシアの海軍艦艇と

哨戒機が漁政船を追跡する事態も発生した。同年 7月

には、中国海軍が南シナ海で大規模な演習を行い、71

発のミサイルを実弾発射するなど、その戦闘能力を誇

示した。中国の高官が、南シナ海は台湾やチベットな

どと並ぶ中国の「核心的利益」であると発言したとの

報道もあり、東南アジア諸国の対中警戒感が高まった。 

 

 
このように、周辺諸国から見れば、中国は南シナ海

で攻勢に転じているわけであるが、中国国内では正反

対の認識が広まっている。すなわち、中国が協調路線

をとり、「論争棚上げ、共同開発」を主張している間

に、東南アジア諸国はスプラトリー周辺海域における

資源開発を進展させ、中国の海洋権益を蚕食している

という被害者意識である。 

中国は大陸に近い北部海域を除いて、南シナ海での

石油・ガス開発に着手していない。他方でベトナム、

フィリピン、マレーシアはスプラトリー周辺海域で石

油・ガス田の開発を進めており、その年間産出量は中

国の大慶油田に匹敵するともいわれている。中国側に

は、東南アジア諸国による資源の単独開発は、問題を

複雑化させる行動の自制を定めた「行動宣言」に対す

る違反だとの意見さえある。 

さらに中国側には、東南アジア諸国が南シナ海問題

を複雑化させることで、中国に対して有利な立場の構

築を目論んでいるとの見方も広がっている。南シナ海

の領有権問題は、中国と関係諸国との二国間問題であ

り、その解決は二国間の交渉によるべきだというのが

中国の立場である。これに対して東南アジア諸国は、

中国に対する連携を強化し、問題を中国と ASEAN の交

渉にのせることを目指す「ASEAN 化」や、米国や日本

といった域外大国による問題への関与を強める「国際

化」を図っているというのである。また米国なども、

中国に対する包囲網を構築することを目指して、南シ

ナ海問題への介入を強化しているとも映っている。 

このような被害者意識に立って、南シナ海における

強硬な対応は中国の海洋権益を保護するために止む

を得ないものとして正当化される。法執行活動の強化

や軍事力を誇示することによって、中国の主権を強調
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し、主権問題で妥協しない強い姿勢を示すことが、東

南アジア諸国による資源の開発に歯止めをかけ、問題

解決へ向けた話し合いへの道を開くというのである。 

 

 
しかしながら、こうした中国の強硬な対応は、東南

アジア諸国や域外大国の連携を促進する結果を招い

ている。2010 年 6 月に、ASEAN はそれまでメンバー諸

国のみで開催していた国防相会議に、日本、米国、ロ

シアなどを招いた ASEAN 国防相拡大会議（ADMM プラ

ス）を開催することと、東アジアサミット（EAS）に

米国とロシアを参加させることを決定した。この決定

には議長国であったベトナムが強いイニシアティブ

を発揮したが、中国と関係の深いミャンマーやカンボ

ジアも賛成したのである。 

米国も、南シナ海問題に対する強い関心を表明した。

2010 年 7 月に開催された ASEAN 地域フォーラム（ARF）

においてクリントン国務長官は、南シナ海における

「航行の自由」や「海洋コモンズ」への自由なアクセ

スの確保に米国が「国益を有する」と明言し、南シナ

海問題の平和的解決へ向けた多国間の努力を支援す

る意向を示した。 

米軍は東南アジア各国軍との関係を強化しつつあ

る。2010 年 8 月には、米空母ジョージ・ワシントンと

イージス艦ジョン・S・マケインがベトナムのダナン

を訪問し、ベトナム軍との間で艦艇修理などの共同訓

練を行った。10 月には米海軍と海兵隊が参加したフィ

リピン軍との合同演習も行われた。 

南シナ海問題をめぐる東南アジア諸国の対中警戒

感の高まりや、米国などの関与の増大を受けて、中国

の指導部からは問題の平和的解決を再確認するなど、

協調的な発言が相次いでいる。2011 年 4 月に開催され

た「ボアオ・アジア・フォーラム」で胡錦濤国家主席

は、主権や海洋権益に関する係争を平和的に解決する

姿勢を強調した。同月末にマレーシアとインドネシア

を訪問した温家宝総理も同様の発言を繰り返した。6

月に「シャングリラ・ダイアローグ」に参加した梁光

烈国防部長は、問題の平和的解決と「航行の自由」を

尊重する姿勢を強調した。 

 

 
ところが最近の南シナ海における中国側の行動は、

昨年にも増して強硬である。5月 26 日には、中国国家

海洋局海監総隊の監視船が、ベトナム中部沖 120 海里

の地点で資源探査を行っていたベトナムの調査船の

ケーブルを切断した。5月 31 日には、フィリピンのパ

ラワン島沖 125 海里のイロコイ・リーフ付近で、中国

海軍と海監総隊の艦船が建築資材を降ろしたり、ブイ

を投下したりしたとしてフィリピン政府が中国政府

に抗議した。6 月 9 日には、スプラトリー海域で資源

探査を行っていたベトナムの調査船のケーブルが、漁

政局の監視船に護衛された中国漁船によって切断さ

れた。5月 29 日には、三千メートルの深海を掘削でき

る新造のプラットフォームが南シナ海へ向けて出港

した。 

問題の平和的解決を主張する指導者の声をよそに、

軍や法執行機関による強硬な対応が続く背景には、そ

れを支持するナショナリズムが軍人などにとどまら

ず、知識人を含む広範な人々へ広がっている点がある

だろう。例えば、著名な国際政治学者である清華大学

の閻学通教授でさえ、中国の周辺環境を安定させるた

めには「懐柔策」だけでなく「懲戒策」を併用すべき

であると主張している。ちなみに 1979 年の中越戦争

を、中国はベトナムに対する「自衛懲罰戦争」と位置

づけている。 

中国の海洋法執行機関は続々と新たな大型の監視

船を導入しており、海軍による空母の運用開始も遠く

ないと見られている。被害者意識にとらわれた中国が

実力面でさらに優位な位置に立てば、力を背景にした

南シナ海問題解決への誘引が強まりかねない。仮に南

シナ海において偶発的にせよ武力衝突が発生したと

すれば、シーレーンを共有する周辺諸国の安全保障を

脅かすことになるだけでなく、中国に対する確信的な

脅威認識を周辺諸国に共有させる結果になるだろう。
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